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こども家庭庁における政策評価の結果及びこれらの政策への反映状況 

 

（事前評価） 

 

該当する政策なし 

 

（事後評価） 

 

表１ 一般分野の政策を対象として評価を実施した政策（実績評価方式）（令和７年９月17日公表） 

政策ごとの評価結果については、政策評価ポータルサイト 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/portal/index/cfa_r6.html）参照 

№ 政策の名称 反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

１ 
【施策（１）】 

こども政策の総合的な推進 
改善等 

＜改善等＞ 

一部の事業について、事業の効果測定を適切に行うため、

成果目標・成果指標及び効果発現経路の見直しを検討した。

あわせて、執行率等の課題を踏まえ、申請手続の柔軟化、自

治体向け説明会の実施、自治体における事業推進体制の強化

など、事業内容の改善を検討した。 

 

＜予算要求＞ 

こども政策を総合的に推進するため、令和８年度概算要求

で、一般会計32,466,130千円、＜10,238,452千円＞の内数を

要求した。 

２ 

【施策（２）】 

母子保健衛生対策に関する施

策の推進 

改善等 

＜改善等＞ 

 一部の事業について、実施自治体数の増加を図るため、都

道府県等による広域連携を促進するとともに、事業の効果測

定に資するよう、長期アウトカムの整理及び中期アウトカム

の設定等を含むロジックモデルの整理や、成果指標の見直し

等について検討した。 

 

＜予算要求＞ 

母子保健衛生対策に関する施策を推進するため、令和８年

度概算要求で、一般会計10,045,744千円を要求した。 

３ 

【施策（３）】 

保育対策及びこども・子育て

支援対策に関する施策の推進 

改善等 

＜改善等＞ 

 一部の事業について、事業の効果測定を適切に行うため、

成果指標の見直しを行うとともに、事業の執行状況を踏ま

え、自治体への周知拡大、補助率の見直し、各事業の金額の

精査等について検討した。 

 

＜予算要求＞ 

保育対策及びこども・子育て支援対策に関する施策を推進

するため、令和８年度概算要求で、一般会計2,687,906,132
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千円及び特別会計4,590,799,779千円を要求した。 

４ 

【施策（４）】 

こどもの安全対策に関する施

策の推進 

継続 

＜予算要求＞ 

こどもの安全対策に関する施策を推進するため、令和８年

度概算要求で、一般会計 1,751,785千円、＜455,035千円＞

の内数を要求した。 

５ 

【施策（５）】 

児童虐待防止対策、社会的養

護の推進及びヤングケアラー

等への支援に関する施策の推

進 

改善等 

＜改善等＞ 

 一部の事業について、児童虐待防止に係る状況を分かりや

すく示し、事業の効果検証が可能となるよう、中期・長期ア

ウトカムの設定や効果発現経路の見直しについて検討した。

また、事業の見直しや、各種支援の全体像のパッケージ化等

により、事業内容の検討・改善を図った。 

 

＜予算要求＞ 

児童虐待防止対策、社会的養護及びヤングケアラー等への

支援に関する施策を推進するため、令和８年度概算要求で、

一般会計 186,275,261千円、＜9,783,417千円＞の内数を要

求した。 

６ 

【施策（６）】 

ひとり親家庭等への自立支援

に関する施策の推進及びこど

もの貧困対策の総合的推進 

継続 

＜予算要求＞ 

ひとり親家庭等への自立支援に関する施策及びこどもの

貧困対策を総合的に推進するため、令和８年度概算要求で、

一般会計171,362,165千円を要求した。 

７ 

【施策（７）】 

障害児への支援に関する施策

の推進 

継続 

＜予算要求＞ 

障害児への支援に関する施策を推進するため、令和８年度

概算要求で、一般会計 512,285,571千円を要求した。 

８ 

【施策（８）】 

大学等における修学支援に関

する施策の推進 

改善等 

＜改善等＞ 

 住民税非課税世帯の進学率が全世帯の進学率と同程度の

水準には至っていないことや、支援対象となる学生等に制度

の情報が十分に行き届いていないこと等の課題を踏まえ、ウ

ェブサイトによる周知やリーフレットの作成を行うなど、本

制度の周知拡大や着実な利用の促進に向けた取組を実施し

た。 

 

＜予算要求＞ 

大学等における修学支援に関する施策を推進するため、令

和８年度概算要求で、一般会計 653,204,781 千円を要求し

た。 
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